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議第４５号 

 

   高山市税条例の一部を改正する条例の専決処分について 

 

高山市税条例の一部を改正する条例の制定について、特に緊急を要し議会を招集して議決を経る

時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、平成２４年３月３１日専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求め

る。 

 

  平成２４年５月１１日提出 

 

高山市長  國 島  芳 明    
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高山市条例第３２号 

 

 高山市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  平成２４年３月３１日 

 

高山市長  國 島  芳 明  
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   高山市税条例の一部を改正する条例 

 高山市税条例（昭和３０年高山市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

  付 則   付 則 

 （土地に対して課する平成２１年度から平成

２３年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

 （土地に対して課する平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

第１５条 次条から付則第１８条までにおい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に掲げる規定に定めるところによ

る。 

第１５条 次条から付則第１８条までにおい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に掲げる規定に定めるところによ

る。 

 ⑴～⑸ （略）  ⑴～⑸ （略） 

 ⑹ 前年度分の固定資産税の課税標準額 法

附則第１８条第７項（付則第１７条の場合

にあつては、法附則第１９条第２項におい

て準用する法附則第１８条第７項） 

 ⑹ 前年度分の固定資産税の課税標準額 法

附則第１８条第６項（付則第１７条の場合

にあつては、法附則第１９条第２項におい

て準用する法附則第１８条第６項） 

  

 （平成２２年度又は平成２３年度における土

地の価格の特例） 

 （平成２５年度又は平成２６年度における土

地の価格の特例） 

第１５条の２ 市の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認め

られる地域において地価が下落し、かつ、市

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の

２第１項に規定する修正前の価格をいう。）を

当該年度分の固定資産税の課税標準とするこ

とが固定資産税の課税上著しく均衡を失する

と認める場合における当該土地に対して課す

る固定資産税の課税標準は、第６７条の規定

にかかわらず、平成２２年度分又は平成２３

年度分の固定資産税に限り、当該土地の修正

価格（法附則第１７条の２第１項に規定する

修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録さ

れたものとする。 

第１５条の２ 市の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認め

られる地域において地価が下落し、かつ、市

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の

２第１項に規定する修正前の価格をいう。）を

当該年度分の固定資産税の課税標準とするこ

とが固定資産税の課税上著しく均衡を失する

と認める場合における当該土地に対して課す

る固定資産税の課税標準は、第６７条の規定

にかかわらず、平成２５年度分又は平成２６

年度分の固定資産税に限り、当該土地の修正

価格（法附則第１７条の２第１項に規定する

修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録さ

れたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する平成 ２ 法附則第１７条の２第２項に規定する平成
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２２年度適用土地又は平成２２年度類似適用

土地であつて、平成２３年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないことと

なるものに対して課する同年度分の固定資産

税の課税標準は、第６７条の規定にかかわら

ず、修正された価格（法附則第１７条の２第

２項に規定する修正された価格をいう。）で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

２５年度適用土地又は平成２５年度類似適用

土地であつて、平成２６年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないことと

なるものに対して課する同年度分の固定資産

税の課税標準は、第６７条の規定にかかわら

ず、修正された価格（法附則第１７条の２第

２項に規定する修正された価格をいう。）で土

地課税台帳等に登録されたものとする。 

  

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規

定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規

定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第１５条の３ （略） 第１５条の３ （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住

改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修

専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、同条第４項に規定する居

住安全改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に法規

則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

７ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住

改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修

専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、同条第４項に規定する居

住安全改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に法規

則附則第７条第８項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑺ （略）  ⑴～⑺ （略） 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改

修住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専

有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、同条第９項に規定する熱損

失防止改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に法規

則附則第７条第１０項各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

８ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改

修住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専

有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、同条第９項に規定する熱損

失防止改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に法規

則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

 ⑴～⑹ （略）  ⑴～⑹ （略） 

  

（宅地等に対して課する平成２１年度から平

成２３年度までの各年度分の固定資産税の特

（宅地等に対して課する平成２４年度から平

成２６年度までの各年度分の固定資産税の特
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例） 例） 

第１６条 宅地等に係る平成２１年度から平成

２３年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じ

て得た額。以下本条において同じ。）に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下「宅地

等調整固定資産税額」という。）を超える場合

には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第１６条 宅地等に係る平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じ

て得た額。以下本条において同じ。）に１００

分の５を乗じて得た額を加算した額（当該宅

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額（以下「宅地

等調整固定資産税額」という。）を超える場合

には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける住宅用地又は商

業地等に係る平成２１年度から平成２３年度

までの各年度分の宅地等調整固定資産税額

は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該住

宅用地又は商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき価格に、住宅用

地にあつては１０分の８、商業地等にあつて

は１０分の６を乗じて得た額（当該住宅用地

又は商業地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第３４９条の３又は法附則第１５条か

ら第１５条の３までの規定の適用を受ける住

宅用地又は商業地等であるときは、当該額に

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

平成２４年度から平成２６年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける住宅用地又

は商業地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標



７ 

 

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該住宅用地又は商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額を超える場合にあ

つては、同項の規定にかかわらず、当該固定

資産税額とする。 

準となるべき額とした場合における固定資産

税額を超える場合にあつては、同項の規定に

かかわらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２１年度から平成２３年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は法附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額に満たない場合に

あつては、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２４年度から平成２６年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は法附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額に満たない場合に

あつては、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

４ 住宅用地のうち当該住宅用地の当該年度の

負担水準が０．８以上のものに係る平成２１

年度から平成２３年度までの各年度分の固定

資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該住宅用地に係る当該年度分の固定資産税

額が、当該住宅用地の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

（当該住宅用地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３又は法附則第１５条

から第１５条の３までの規定の適用を受ける

住宅用地であるときは、当該課税標準額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該住宅用地に係る当該年度分の固定資産税の
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課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額（以下「住宅用地据置固定資産税

額」という。）を超える場合には、当該住宅用

地据置固定資産税額とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２１年度から平成２３年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３又は法附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該課税標準額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「商業地等据置固定資

産税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２４年度から平成２６年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３又は法附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該課税標準額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「商業地等据置固定資

産税額」という。）とする。 

６ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

１年度から平成２３年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「商業地等調整固定資産

税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

４年度から平成２６年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「商業地等調整固定資産

税額」という。）とする。 



９ 

 

  

 （農地に対して課する平成２１年度から平成

２３年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

 （農地に対して課する平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第１７条 農地に係る平成２１年度から平成２

３年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

（当該農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農地

であるときは、当該課税標準額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地

の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整

率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「農地調

整固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該農地調整固定資産税額とする。 

第１７条 農地に係る平成２４年度から平成２

６年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

（当該農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農地

であるときは、当該課税標準額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地

の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整

率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「農地調

整固定資産税額」という。）を超える場合には、

当該農地調整固定資産税額とする。 

 表 （略）  表 （略） 

  

 （平成２１年度から平成２３年度までの各年

度分の固定資産税の特例） 

 （平成２４年度から平成２６年度までの各年

度分の固定資産税の特例） 

第１７条の３ 地方税法等の一部を改正する法

律（平成２１年法律第９号。以下「平成２１

年法律第９号」という。）附則第９条の規定に

基づき、平成２１年度から平成２３年度まで

の各年度分の固定資産税については、法附則

第１８条の３の規定は適用しない。 

第１７条の３ 地方税法及び国有資産等所在市

町村交付金法の一部を改正する法律（平成２

４年法律第１７号。以下「平成２４年法律第

１７号」という。）附則第１０条の規定に基づ

き、平成２４年度から平成２６年度までの各

年度分の固定資産税については、法附則第１

８条の３の規定は適用しない。 

  

 （特別土地保有税の課税の特例）  （特別土地保有税の課税の特例） 
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第１９条 付則第１６条第１項から第６項まで

の規定の適用がある宅地等（付則第１５条第

２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３

４９条の３、第３４９条の３の２又は法附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する平成２

１年度から平成２３年度までの各年度分の特

別土地保有税については、第１５０条第１号

中「当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る付則第１６条第１項から第６項

までに規定する課税標準となるべき額」とす

る。 

第１９条 付則第１６条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（付則第１５条第

２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３

４９条の３、第３４９条の３の２又は法附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する平成２

４年度から平成２６年度までの各年度分の特

別土地保有税については、第１５０条第１号

中「当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは、「当該年度分の固定

資産税に係る付則第１６条第１項から第５項

までに規定する課税標準となるべき額」とす

る。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成１８年１月１日か

ら平成２４年３月３１日までの間にされたも

のに対して課する特別土地保有税について

は、第１５０条第２号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動産

取得税の課税標準となるべき価格(法附則第

１１条の５第１項の規定の適用がないものと

した場合における課税標準となるべき価格を

いう。)に２分の１を乗じて得た額」とし、「令

第５４条の３８第１項に規定する価格」とあ

るのは「令第５４条の３８第１項に規定する

価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適

用がないものとした場合における価格をい

う。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成１８年１月１日か

ら平成２７年３月３１日までの間にされたも

のに対して課する特別土地保有税について

は、第１５０条第２号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動産

取得税の課税標準となるべき価格(法附則第

１１条の５第１項の規定の適用がないものと

した場合における課税標準となるべき価格を

いう。)に２分の１を乗じて得た額」とし、「令

第５４条の３８第１項に規定する価格」とあ

るのは「令第５４条の３８第１項に規定する

価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適

用がないものとした場合における価格をい

う。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

 （農地に対して課する平成２１年度から平成

２３年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

 （農地に対して課する平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第２２条 農地に係る平成２１年度から平成２ 第２２条 農地に係る平成２４年度から平成２
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３年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該農地に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該農地に係る当該年度分の都市計画税

に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

（当該農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３（第２０項を除く。）又は

法附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける農地であるときは、当該課税

標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該

農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計画

税額（以下「農地調整都市計画税額」という。）

を超える場合には、当該農地調整都市計画税

額とする。 

６年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該農地に係る当該年度分の都市計画税額

が、当該農地に係る当該年度分の都市計画税

に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

（当該農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３（第２０項を除く。）又は

法附則第１５条から第１５条の３までの規定

の適用を受ける農地であるときは、当該課税

標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額）に、当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該

農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計画

税額（以下「農地調整都市計画税額」という。）

を超える場合には、当該農地調整都市計画税

額とする。 

 表 （略）  表 （略） 

  

 （宅地等に対して課する平成２１年度から平

成２３年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

 （宅地等に対して課する平成２４年度から平

成２６年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第２３条 宅地等に係る平成２１年度から平成

２３年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の都市計画税について法第７０２

条の３の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下同じ。）に１００分の５を乗じて得

た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分

第２３条 宅地等に係る平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の都市計画税について法第７０２

条の３の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下同じ。）に１００分の５を乗じて得

た額を加算した額（当該宅地等が当該年度分
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の固定資産税について法第３４９条の３（第

２０項を除く。）又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額（以下「宅

地等調整都市計画税額」という。）を超える場

合には、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

の固定資産税について法第３４９条の３（第

２０項を除く。）又は法附則第１５条から第１

５条の３までの規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額（以下「宅

地等調整都市計画税額」という。）を超える場

合には、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける住宅用地又は商

業地等に係る平成２１年度から平成２３年度

までの各年度分の宅地等調整都市計画税額

は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該住

宅用地又は商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格に、住宅用

地にあつては１０分の８、商業地等にあつて

は１０分の６を乗じて得た額（当該住宅用地

又は商業地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第３４９条の３（第２０項を除く。）又

は法附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける住宅用地又は商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該住宅用地又は商業地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税

額を超える場合にあつては、前項の規定にか

かわらず、当該都市計画税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

平成２４年度から平成２６年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第２０項を除く。）又は法附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用

を受ける商業地等であるときは、当該額にこ

れらの規定に定める率を乗じて得た額）を当

該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の

課税標準となるべき額とした場合における都

市計画税額を超える場合にあつては、前項の

規定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２１年度から平成２３年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２４年度から平成２６年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４
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９条の３（第２０項を除く。）又は法附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税

額に満たない場合にあつては、第１項の規定

にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

９条の３（第２０項を除く。）又は法附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税

額に満たない場合にあつては、第１項の規定

にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

４ 住宅用地のうち当該住宅用地の当該年度の

負担水準が０．８以上のものに係る平成２１

年度から平成２３年度までの各年度分の都市

計画税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該住宅用地に係る当該年度分の都市計画税

額が、当該住宅用地の当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

（当該住宅用地が当該年度分の固定資産税に

ついて法第３４９条の３（第２０項を除く。）

又は法附則第１５条から第１５条の３までの

規定の適用を受ける住宅用地であるときは、

当該課税標準額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額）を当該住宅用地に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき額と

した場合における都市計画税額（以下本項に

おいて「住宅用地据置都市計画税額」という。）

を超える場合には、当該住宅用地据置都市計

画税額とする。 

 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２１年度から平成２３年度までの各年

度分の都市計画税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第２０項を除

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２４年度から平成２６年度までの各年

度分の都市計画税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第２０項を除
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く。）又は法附則第１５条から第１５条の３ま

での規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

く。）又は法附則第１５条から第１５条の３ま

での規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等据置都市計画税額」という。）とする。 

６ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

１年度から平成２３年度までの各年度分の都

市計画税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３（第２０

項を除く。）又は法附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

４年度から平成２６年度までの各年度分の都

市計画税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３（第２０

項を除く。）又は法附則第１５条から第１５条

の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

  

第２３条の２ （略） 第２３条の２ （略） 

  

第２３条の３ 付則第２３条第１項及び第３項

の「宅地等」とは法附則第１７条第２号に、

付則第２３条第１項、第４項及び第５項の「前

年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附

則第２５条第７項において読み替えて準用さ

れる法附則第１８条第７項に、付則第２３条

第２項及び第４項の「住宅用地」とは法附則

第１７条第３号に、付則第２３条第２項、第

５項及び第６項の「商業地等」とは法附則第

第２３条の３ 付則第２３条第１項及び第３項

の「宅地等」とは法附則第１７条第２号に、

付則第２３条第１項及び第４項の「前年度分

の都市計画税の課税標準額」とは法附則第２

５条第６項において読み替えて準用される法

附則第１８条第６項に、付則第２３条第２項、

第４項及び第５項の「商業地等」とは法附則

第１７条第４号に、付則第２２条並びに第２

３条第４項及び第５項の「負担水準」とは法
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１７条第４号に、付則第２２条及び第２３条

第４項から第６項までの「負担水準」とは法

附則第１７条第８号ロに、付則第２２条の「農

地」とは法附則第１７条第１号に、付則第２

２条の「前年度分の都市計画税の課税標準額」

とは法附則第２６条第２項において読み替え

て準用される法附則第１８条第７項に規定す

るところによる。 

附則第１７条第８号ロに、付則第２２条の「農

地」とは法附則第１７条第１号に、付則第２

２条の「前年度分の都市計画税の課税標準額」

とは法附則第２６条第２項において読み替え

て準用される法附則第１８条第６項に規定す

るところによる。 

  

 （読替規定）  （読替規定） 

第２５条 法附則第１５条第１項、第６項、第

１６項、第２２項から第３０項まで、第３２

項、第３５項若しくは第３７項、第１５条の

２第２項又は第１５条の３の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第１５６条

第２項中「又は第２８項」とあるのは「若し

くは第２８項又は法附則第１５条から第１５

条の３まで」とする。 

第２５条 法附則第１５条第１項、第５項、第

１４項、第１８項から第２６項まで、第２８

項、第３０項、第３２項若しくは第３６項、

第１５条の２第２項又は第１５条の３の規定

の適用がある各年度分の都市計画税に限り、

第１５６条第２項中「又は第２８項」とある

のは「若しくは第２８項又は法附則第１５条

から第１５条の３まで」とする。 

  

 （平成２１年度から平成２３年度までの各年

度分の都市計画税の特例） 

 （平成２４年度から平成２６年度までの各年

度分の都市計画税の特例） 

第２５条の３ 平成２１年法律第９号附則第９

条の規定に基づき、平成２１年度から平成２

３年度までの各年度分の都市計画税について

は、法附則第２５条の３の規定は適用しない。 

第２５条の３ 平成２４年法律第１７号附則第

１０条の規定に基づき、平成２４年度から平

成２６年度までの各年度分の都市計画税につ

いては、法附則第２５条の３の規定は適用し

ない。 

  

 （旧民法第３４条の法人から移行した法人等

に係る固定資産税の特例の適用を受けようと

する者がすべき申告） 

 （旧民法第３４条の法人から移行した法人等

に係る固定資産税等の特例の適用を受けよう

とする者がすべき申告） 

第２７条 （略） 第２７条 （略） 

  

 第２７条の２ 法附則第４１条第１５項各号に

掲げる固定資産について同項の適用を受けよ
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うとする者は、次の各号に掲げる書類を市長

に提出しなければならない。 

  ⑴ 当該固定資産を事業の用に供する者が法

附則第４１条第１５項に規定する特定移行

一般社団法人等（以下この条において「特

定移行一般社団法人等」という。）に該当す

ることを明らかにする書類 

  ⑵ 次に掲げる事項を記載した書類 

   ア 法附則第４１条第１５項の規定の適用

を受けようとする土地の所在、地番、地

目及び地積並びにその用途 

   イ 法附則第４１条第１５項の規定の適用

を受けようとする家屋の所在、家屋番号、

種類、構造及び床面積並びにその用途 

   ウ 法附則第４１条第１５項の規定の適用

を受けようとする償却資産の所在、種類、

及び数量並びにその用途 

  ⑶ 特定移行一般社団法人等が幼稚園、図書

館又は博物館法第２条第１項の博物館（次

号及び第５号において「博物館」という。）

を設置した年月日を記載した書類 

  ⑷ 特定移行一般社団法人等が当該固定資産

を直接保育、図書館又は博物館の用に供し

始めた時期を記載した書類 

  ⑸ 当該固定資産が特定移行一般社団法人等

で幼稚園、図書館又は博物館を設置するも

のの所有に属しないものである場合にあつ

ては、第１号から前号までに掲げるものの

ほか、当該固定資産を当該特定一般社団法

人等に無料で使用させていることを証する

書類 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
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 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の高山市税条例（以下「新条例」と

いう。）の規定中固定資産税に関する部分は、平成２４年度以後の年度分の固定資産税について適

用し、平成２３年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ この条例による改正前の高山市税条例（以下「旧条例」という。）付則第１６条第２項（住宅用

地に係る部分に限る。）及び第４項の規定は、地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部

を改正する法律（平成２４年法律第１７号。次項並びに附則第３条第２項及び第３項において「平

成２４年改正法」という。）附則第９条第１項の規定の適用を受ける土地に対して課する平成２４

年度分及び平成２５年度分の固定資産税については、なおその効力を有する。この場合において、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

旧条例付則第１６条第２項 前項 付則第１６条第１項 

平成２１年度から平成２

３年度までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

１０分の８ １０分の９ 

旧条例付則第１６条第４項 ０．８ ０．９ 

平成２１年度から平成２

３年度までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

第１項 付則第１６条第１項 

３ 平成２４年改正法附則第９条第１項及び前項の場合における新条例の規定（固定資産税に関す

る部分に限る。）の適用については、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

付則第１８条 又は第１７条 若しくは第１７条又は高山市税条例の

一部を改正する条例（平成２３年高山

市条例第３２号。以下「平成２４年改

正条例」という。）附則第２条第２項の

規定によりなおその効力を有するもの

として読み替えて適用される平成２４

年改正条例による改正前の高山市税条

例（以下「平成２４年改正前の条例」

という。）付則第１６条第２項若しくは

第４項 

又は第１７条に規定 若しくは第１７条又は平成２４年改正 
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  条例附則第２条第２項の規定により読

み替えて適用される平成２４年改正前

の条例付則第１６条第２項若しくは第

４項に規定 

付則第１９条第１項 から第５項まで から第５項まで又は平成２４年改正条

例附則第２条第２項の規定によりなお

その効力を有するものとして読み替え

て適用される平成２４年改正前の条例

付則第１６条第２項若しくは第４項 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成２４年度以後の年度分の都市計画税につ

いて適用し、平成２３年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 旧条例付則第２３条第２項（住宅用地に係る部分に限る。）及び第４項の規定は、平成２４年改

正法附則第９条第１項の規定の適用を受ける土地に対して課する平成２４年度分及び平成２５年

度分の都市計画税については、なおその効力を有する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

旧条例付則第２３条第２項 前項 付則第２３条第１項 

平成２１年度から平成２

３年度までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

１０分の８ １０分の９ 

旧条例付則第２３条第４項 ０．８ ０．９ 

平成２１年度から平成２

３年度までの各年度分 

平成２４年度分及び平成２５年度分 

第１項 付則第２３条第１項 

３ 平成２４年改正法附則第９条第１項及び前項の場合における新条例の規定の適用については、

次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

付則第２３条の３ 及び第４項 及び第４項並びに高山市税条例の一部

を改正する条例（平成２３年高山市条

例第３２号。以下「平成２４年改正条

例」という。）附則第３条第２項の規定

によりなおその効力を有するものとし

て読み替えて適用される平成２４年改 
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  正条例による改正前の高山市税条例

（以下「平成２４年改正前の条例」と

いう。）付則第２３条第４項 

附則第２５条第６項にお

いて読み替えて準用され

る法附則第１８条第６項

に 

附則第２５条第６項において読み替え

て準用される法附則第１８条第６項

に、平成２４年改正条例附則第３条第

２項の規定によりなおその効力を有す

るものとして読み替えて適用される平

成２４年改正前の条例付則第２３条第

２項及び第４項の「住宅用地」とは法

附則第１７条第３号に 

及び第５項 及び第５項並びに平成２４年改正条例

附則第３条第２項の規定によりなおそ

の効力を有するものとして読み替えて

適用される平成２４年改正前の条例付

則第２３条第４項 

 



２０ 

 

資  料 
 

高山市税条例の一部を改正する条例の概要について 

 

【固定資産税・都市計画税関係】 

１．住宅用地に係る現行の負担調整措置の見直し 

  ・現行 

負担水準 当該年度課税標準額 

80%以上 前年度課税標準額を据置き 

80%未満 前年度課税標準額＋本則課税標準額×5% ＝(a) 

(a)が本則課税標準額の 80%を超える場合 

  本則課税標準額の 80% 

(a)が本則課税標準額の 20%未満の場合 

  本則課税標準額の 20% 

  ・改正後 

負担水準 当該年度課税標準額 

90%以上 前年度課税標準額を据置き 

90%未満 前年度課税標準額＋本則課税標準額×5% ＝(a) 

(a)が本則課税標準額の 90%を超える場合 

  本則課税標準額の 90% 

(a)が本則課税標準額の 20%未満の場合 

  本則課税標準額の 20% 

    ※平成２４・２５年度の課税分について適用 

    ※平成２６年度の課税分からは据置き制度を廃止 

 

２．据置年度における評価額を下落修正できる特例措置の継続 

 ・地価が下落している場合に簡易な方法により価格の下落修正ができる特例措置を

平成２５年度及び平成２６年度も継続する。 

 

 ３．特定移行一般社団法人等が設置する幼稚園等の非課税措置に係る申告方法 

  ・特定の要件を満たした一般社団法人等が設置する幼稚園、図書館及び博物館の非

課税措置を受けるためにすべき申告方法を規定する。 

 


